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資料１  鳥取市新生児聴覚検査費助成金交付要綱 

 

鳥取市新生児聴覚検査費助成金交付要綱 

 
（趣旨） 
第１条 この要綱は、新生児聴覚検査（以下「聴覚検査」という。）に要する費用の一部を助成すること

により、新生児の聴覚障がいの早期発見と早期支援を図るため、鳥取市新生児聴覚検査費助成金（以下

「本助成金」という。）の交付について、必要な事項を定めるものとする。 
 
（対象者） 
第２条 本助成金の対象となる者（以下「交付対象者」という。）は、鳥取市に住所を有する者が出産し

た新生児又は検査日において鳥取市に住所を有する新生児で、出生日が平成２８年４月１日以降の者（以

下「検査対象者」という。）の保護者とする。 
 
（対象となる聴覚検査） 
第３条 本助成金の交付の対象となる聴覚検査は、産婦人科、小児科又は耳鼻咽喉科等において、出生

後、入院中又は外来の診療により受けた自動聴性脳幹反応（ＡＡＢＲ）、聴性脳幹反応検査（ＡＢＲ）又

はスクリーニング用耳音響放射（ＯＡＥ）による検査とする。 
２ 初回検査のみを助成の対象とする。 
 
（本助成金の額） 
第４条 本助成金の額は、２,０００円と聴覚検査に係る費用を比較していずれか低い額とする。 
 
（実施医療機関） 
第５条 聴覚検査は、原則として市と本助成金の委任払いに関する契約を締結した医療機関（以下「実

施医療機関」という。）で受けるものとする。 
 
（助成金の支払方法） 
第６条 市長は、第４条に規定する助成金の額を、次の各号の区分に応じ、当該各号に定める方法によ

り支払うものとする。 
（１）前条の規定により実施医療機関において聴覚検査を受ける場合 代理受領（交付対象者の委任を

受けた実施医療機関の請求により本助成金を当該医療機関に支払う方法をいう。以下同じ。） 
（２）実施医療機関以外で聴覚検査を受けた場合その他やむを得ない事情により前号の代理受領による

ことができない場合 償還払（交付対象者が一度全額を自己負担し、その後市長に本助成金の交付を請

求して支払を受ける方法をいう。以下同じ。） 
２ 前項第１号の規定により、実施医療機関に対して代理受領による本助成金の支払があったときは、

交付対象者に対して本助成金の交付があったものとみなす。 
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議案第１号

令和６年度鳥取県一般会計予算

　令和６年度鳥取県の一般会計の予算は、次に定めるところによる。

（歳入歳出予算）

第１条　歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ３６０，４８４，０００千円と定める。

２　歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表歳入歳出予算」によ

る。

（継続費）

第２条　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１２条第１項の規定による継続費の

経費の総額及び年割額は、「第２表継続費」による。

（債務負担行為）

第３条　地方自治法第２１４条の規定により債務を負担する行為をすることができる事

項、期間及び限度額は、「第３表債務負担行為」による。

（地方債）

第４条　地方自治法第２３０条第１項の規定により起こすことができる地方債の起債の目

的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、「第４表地方債」による。

（一時借入金）

第５条　地方自治法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、

３５，０００，０００千円と定める。

（歳出予算の流用）

第６条　地方自治法第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の金額
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を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

⑴　各項に計上した給料、職員手当等、共済費、旅費（特別旅費を除く。）、需用費、

役務費並びに使用料及び賃借料に係る予算額に過不足を生じた場合における同一款内

でのこれらの経費の各項の間の流用

⑵　第１３款諸支出金各項に計上した予算額に過不足を生じた場合におけるこれらの経

費の各項の間の流用

　　令和６年２月２１日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　鳥取県知事　　平　　井　　伸　　治
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第１表　歳入歳出予算

　

　　歳　　　入

款 項 金　　　　額

１ 県 税 57, 627, 358

１ 県 民 税 18, 021, 099

２ 事 業 税 14, 306, 161

３ 地 方 消 費 税 11, 680, 041

４ 不 動 産 取 得 税 886, 979

５ 県 た ば こ 税 617, 300

６ ゴ ル フ 場 利 用 税 101, 098

７ 軽 油 引 取 税 4, 538, 619

８ 自 動 車 税 7, 462, 915

９ 鉱 区 税 734

10 狩 猟 税 5, 759

11 産 業 廃 棄 物 処 分 場 税 5, 902

12 旧 法 に よ る 税 751

２ 地 方 消 費 税 清 算 金 28, 199, 179

１ 地 方 消 費 税 清 算 金 28, 199, 179

３ 地 方 譲 与 税 11, 854, 065

１ 特 別 法 人 事 業 譲 与 税 10, 164, 437

２ 地 方 揮 発 油 譲 与 税 1, 470, 922

千円
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款 項 金　　　　額

３ 石 油 ガ ス 譲 与 税 43, 977

４ 自 動 車 重 量 譲 与 税 78, 660

５ 森 林 環 境 譲 与 税 77, 793

６ 航 空 機 燃 料 譲 与 税 18, 276

４ 地 方 特 例 交 付 金 1, 510, 000

１ 地 方 特 例 交 付 金 1, 510, 000

５ 地 方 交 付 税 143, 873, 000

１ 地 方 交 付 税 143, 873, 000

６ 交通安全対策特別交付金 130, 000

１ 交通安全対策特別交付金 130, 000

７ 分 担 金 及 び 負 担 金 433, 431

１ 分 担 金 28, 485

２ 負 担 金 404, 946

８ 使 用 料 及 び 手 数 料 3, 859, 705

１ 使 用 料 3, 001, 467

２ 手 数 料 858, 238

９ 国 庫 支 出 金 51, 718, 278

１ 国 庫 負 担 金 16, 507, 573

２ 国 庫 補 助 金 34, 380, 375

３ 委 託 金 830, 330

10 財 産 収 入 831, 396

１ 財 産 運 用 収 入 308, 123

千円
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款 項 金　　　　額

２ 財 産 売 払 収 入 523, 273

11 寄 附 金 659, 126

１ 寄 附 金 659, 126

12 繰 入 金 22, 280, 373

１ 特 別 会 計 繰 入 金 341, 283

２ 基 金 繰 入 金 21, 939, 090

13 繰 越 金 2, 000, 000

１ 繰 越 金 2, 000, 000

14 諸 収 入 6, 927, 089

１ 延滞金、加算金及び過料 35, 787

２ 県 預 金 利 子 980

３ 公営企業貸付金元利収入 194, 000

４ 貸 付 金 元 利 収 入 915, 395

５ 受 託 事 業 収 入 1, 546, 448

６ 収 益 事 業 収 入 1, 525, 498

７ 雑 入 2, 708, 981

15 県 債 28, 581, 000

１ 県 債 28, 581, 000

歳　　　　　 入　　　　　 合　　　　　 計 360, 484, 000

千円
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　　歳　　　出

款 項 金　　　　額

１ 議 会 費 1, 242, 421

１ 議 会 費 1, 242, 421

２ 総 務 費 36, 093, 697

１ 総 務 管 理 費 13, 513, 406

２ 企 画 費 15, 956, 134

３ 徴 税 費 2, 053, 639

４ 市 町 村 振 興 費 1, 775, 361

５ 選 挙 費 23, 554

６ 防 災 費 2, 202, 450

７ 統 計 調 査 費 335, 854

８ 人 事 委 員 会 費 119, 140

９ 監 査 委 員 費 114, 159

３ 民 生 費 52, 173, 088

１ 社 会 福 祉 費 38, 342, 471

２ 児 童 福 祉 費 13, 382, 447

３ 生 活 保 護 費 441, 462

４ 災 害 救 助 費 6, 708

４ 衛 生 費 14, 921, 632

１ 公 衆 衛 生 費 3, 347, 847

２ 環 境 衛 生 費 3, 134, 435

千円
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款 項 金　　　　額

３ 保 健 所 費 1, 022, 809

４ 医 薬 費 7, 416, 541

５ 労 働 費 1, 891, 162

１ 労 政 費 912, 083

２ 職 業 訓 練 費 881, 240

３ 労 働 委 員 会 費 97, 839

６ 農 林 水 産 業 費 23, 044, 688

１ 農 業 費 5, 929, 034

２ 畜 産 業 費 2, 017, 180

３ 農 地 費 5, 822, 813

４ 林 業 費 6, 710, 492

５ 水 産 業 費 2, 565, 169

７ 商 工 費 15, 003, 145

１ 商 業 費 5, 336, 788

２ 工 鉱 業 費 7, 386, 615

３ 観 光 費 2, 279, 742

８ 土 木 費 46, 171, 992

１ 土 木 管 理 費 1, 428, 084

２ 道 路 橋 り ょ う 費 24, 365, 870

３ 河 川 海 岸 費 11, 059, 214

４ 港 湾 費 4, 287, 593

５ 都 市 計 画 費 2, 121, 169

千円
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款 項 金　　　　額

６ 住 宅 費 2, 910, 062

９ 警 察 費 17, 879, 108

１ 警 察 管 理 費 15, 303, 716

２ 警 察 活 動 費 2, 575, 392

10 教 育 費 64, 945, 331

１ 教 育 総 務 費 8, 979, 600

２ 小 学 校 費 20, 061, 286

３ 中 学 校 費 13, 395, 785

４ 高 等 学 校 費 13, 517, 015

５ 特 別 支 援 学 校 費 6, 589, 209

６ 社 会 教 育 費 1, 662, 503

７ 保 健 体 育 費 739, 933

11 災 害 復 旧 費 9, 736, 754

１ 農林水産施設災害復旧費 3, 189, 056

２ 土 木 施 設 災 害 復 旧 費 6, 547, 698

12 公 債 費 48, 742, 431

１ 公 債 費 48, 742, 431

13 諸 支 出 金 28, 488, 551

１ 公 営 企 業 支 出 金 197, 613

２ 地 方 消 費 税 清 算 金 11, 564, 920

３ 利 子 割 交 付 金 37, 761

４ 配 当 割 交 付 金 423, 959

千円
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款 項 金　　　　額

５ 株式等譲渡所得割交付金 422, 705

６ 法 人 事 業 税 交 付 金 1, 043, 602

７ 地 方 消 費 税 交 付 金 14, 110, 594

８ ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 70, 769

９ 環 境 性 能 割 交 付 金 236, 128

10 県 税 還 付 金 380, 000

11 自 動 車 取 得 税 交 付 金 500

14 予 備 費 150, 000

１ 予 備 費 150, 000

歳　　　　　 出　　　　　 合　　　　　 計 360, 484, 000

千円
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第２表　継　続　費　　

款 項 事　　業　　名 総　額 年度 年 割 額

２ 総 務 費 ２ 企 画 費 文 化 芸 術 拠 点 施 設
環 境 整 備 事 業 費
（とりぎん文化会館受変電
設 備 改 修 工 事 ）

28, 263 6 11, 965

7 16, 298

文 化 芸 術 拠 点 施 設
環 境 整 備 事 業 費
（童謡館中央熱源機器
改 修 工 事 ）

355, 472 6 144, 150

7 211, 322

文 化 芸 術 拠 点 施 設
環 境 整 備 事 業 費
（米子コンベンション
センター受変電設備
改 修 工 事 ）

26, 734 6 11, 460

7 15, 274

６ 農 林 
水 産 業 費

５ 水 産 業 費 栽培漁業センター管理運営費 282, 543 6 195, 607

7 86, 936

９ 警 察 費 １ 警察管理費 警 察 財 産 管 理 費 453, 039 6 182, 013

7 271, 026

10 教 育 費 ４ 高等学校費
海洋練習船「若鳥丸」
代 船 建 造 事 業 費

2, 256, 772 6 677, 033

7 1, 579, 739

千円 千円
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第３表　債務負担行為

事　　　　　　項 期　　　　間 限　　　度　　　額

県 政 だ よ り 広 報 費
令和７年度から
令和９年度まで １５, ９３９

新 聞 テ レ ビ 等 広 報 費
令和７年度から
令和９年度まで ７４, １６３

税外未収金回収関連強化事業
令和７年度から
令和８年度まで

債権回収額1, 000円当たり286円を乗
じて得た額

県税課税調査・収納管理事業 
（ 県 税 窓 口 セ ミ セ ル フ レ ジ 
導 入 事 業 ）

令和７年度から
令和１１年度まで １０, ５３２

県税課税調査・収納管理事業 
（ 歳 入 納 付 業 務 委 託 事 業 ）

令和７年度から
令和９年度まで

126, 720円に指定納付受託者が代理納
付した金額に3. 25パーセントを乗じ
て得た額を加えた額

自治体インターネット回線 
共 同 化 事 業

令和７年度から
令和８年度まで ３, ４８６

ハイブリッドワーク推進事業
令和７年度から
令和１１年度まで ４５, ０５２

庁内ＬＡＮシステム管理運営事業 令和７年度から
令和１１年度まで ７７３, ０７０

ＡＩ・ＲＰＡ等最先端ＩＣＴ技術 
活 用 推 進 事 業

令和７年度から
令和１１年度まで ９３, ９０１

電 子 決 裁 ・ 総 合 文 書 管 理
シ ス テ ム 事 業

令和７年度 ５, ７４８

鳥取情報ハイウェイ管理運営事業
令和７年度から
令和１２年度まで ５４１, ０４４

総合行政・住基ネットワーク等 
運 営 事 業

令和７年度から
令和１１年度まで ４, ６４８

と っ と り 観 光 県 営 
公 衆 Ｗ ｉ － Ｆ ｉ 導 入 事 業

令和７年度から
令和１１年度まで ２２, ９７０

鳥取県未来人材育成奨学金支援事業
令和７年度から
令和２０年度まで １８０, ０００

地 域 バ ス 交 通 等 体 系 整 備 
支 援 事 業 補 助

令和７年度
補助金総額235, 560千円を限度として、
令和６年度に交付決定した額から令
和６年度に交付した額を差し引いた
額

若 桜 線 維 持 存 続 事 業
令和７年度から
令和１７年度まで ５, ５２２

コミュニティ・ドライブ・シェア
（鳥取型ライド・シェア）推進事業

令和７年度 ３１４, ５９２

千円
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事　　　　　　項 期　　　　間 限　　　度　　　額

鳥取砂丘コナン空港管理費 令和７年度 ２７２, １９０

夢みなとタワー管理委託費
令和７年度から
令和１０年度まで ２７, ４２８

県 有 施 設 の 施 設 管 理 
マ ネ ジ メ ン ト 事 業

令和７年度から
令和８年度まで ２, ９６２

給 与 等 管 理 費
令和７年度から
令和９年度まで ４０, ３４２

集 中 化 業 務 事 務 費 令和７年度 １, ７９３

職 員 宿 舎 管 理 事 業 費 令和７年度 ２, ７１９

職員労働安全衛生・福利厚生費
令和７年度から
令和１０年度まで １, ８９２

原 子 力 防 災 対 策 事 業 令和７年度 ３４, ３４３

公 民 連 携 推 進 事 業 補 助 令和７年度
補助金総額8, 000千円を限度として、
令和６年度に交付決定した額から令
和６年度に交付した額を差し引いた
額

文 化 芸 術 拠 点 施 設 運 営 費
令和７年度から
令和１０年度まで １４４, ２２０

文化芸術拠点施設環境整備事業
令和７年度から
令和１０年度まで ３, ０８０

鳥 取 県 立 人 権 ひ ろ ば ２ １ 
管 理 運 営 費

令和７年度から
令和１０年度まで ８, ５８８

ス ポ ー ツ 推 進 基 盤 運 営 費
令和７年度から
令和１０年度まで ６７, ２８２

青 谷 か み じ ち 史 跡 公 園 
運 営 管 理 費

令和７年度から 
令和１０年度まで ３４, ３４４

むきばんだ史跡公園運営費
令和７年度から 
令和１０年度まで ３６, ４０４

史跡青谷上寺地遺跡整備事業 令和７年度 ３２, ５３７

鳥取県立福祉人材研修センター 
管 理 委 託 費

令和７年度から
令和１０年度まで ８, ８６０

福祉保健部（障がい福祉課） 
管 理 運 営 費

令和７年度から
令和９年度まで １, ８７０

介護福祉士等修学資金貸付金
令和７年度から
令和１１年度まで ２５, ０５０

が ん 対 策 推 進 事 業
令和７年度から
令和８年度まで ９, ０５０

医師確保奨学金等貸付事業
令和７年度から
令和１２年度まで ３６３, ６００

千円
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事　　　　　　項 期　　　　間 限　　　度　　　額

看護職員修学資金管理事務 
デ ジ タ ル 化 事 業

令和７年度から
令和１１年度まで １３, ２００

県 立 看 護 学 校 学 務 
シ ス テ ム 更 新 事 業

令和７年度から
令和１１年度まで ７, ７２５

こ ど も の 国 管 理 運 営 費
令和７年度から
令和１０年度まで ３８, ６６４

「シン・子育て王国とっとり」 
保 育 人 材 確 保 強 化 事 業

令和７年度 １２, ４１８

退 所 児 童 等 ア フ タ ー ケ ア 
事 業 補 助

令和７年度から
令和３６年度まで

補助金総額9, 000千円を限度として、
令和６年度に交付決定した額から令
和６年度に交付した額を差し引いた
額

子ども発達支援課管理運営費
令和７年度から
令和９年度まで １, ６８３

私立学校施設整備費補助金
令和７年度から
令和１６年度まで １, ７７１

総 合 療 育 セ ン タ ー 費
令和７年度から
令和９年度まで ３２１

日本海沖メタンハイドレート 
調 査 促 進 事 業

令和７年度から
令和８年度まで １１, ８６０

地 域 資 源 活 用 エ ネ ル ギ ー 
導 入 推 進 事 業 補 助

令和７年度から
令和８年度まで

補助金総額25, 000千円を限度として、
令和６年度に交付決定した額から令
和６年度に交付した額を差し引いた
額

次世代自動車普及促進事業
令和７年度から
令和１３年度まで １, ０５０

衛生環境研究所管理運営費
令和７年度から
令和１６年度まで ９２, ２２０

氷 ノ 山 自 然 ふ れ あ い 館 
管 理 運 営 事 業

令和７年度から
令和１０年度まで ９, ８５２

自然共生サイト企業等連携
促 進 事 業 補 助

令和７年度
補助金総額5, 000千円を限度として、
令和６年度に交付決定した額から令
和６年度に交付した額を差し引いた
額

三湖沼水質浄化対策推進事業
令和７年度から
令和８年度まで ７, ２００

み ん な で 守 ろ う ！ 
持 続 可 能 な 水 循 環 事 業

令和７年度から
令和８年度まで １２, ３８６

食肉衛生検査所管理運営事業
令和７年度から
令和１１年度まで ４, ９５０

都 市 公 園 管 理 費
令和７年度から
令和１０年度まで １３６, ６７６

千円
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事　　　　　　項 期　　　　間 限　　　度　　　額

能 登 半 島 地 震 を 踏 ま え た
住宅耐震化緊急強化事業補助
（住宅耐震化総合支援事業）

令和７年度
補助金総額3, 830千円を限度として、
令和６年度に交付決定した額から令
和６年度に交付した額を差し引いた
額

能 登 半 島 地 震 を 踏 ま え た
住 宅 耐 震 化 緊 急 強 化 事 業
（ 建 築 物 耐 震 化 促 進 事 業 ）

令和７年度 ８, ７２５

県 営 住 宅 維 持 管 理 費
令和７年度から
令和１３年度まで １３９, ２１９

県 営 住 宅 管 理 効 率 化 事 業
令和７年度から
令和８年度まで ３９３, ５９４

公 営 住 宅 整 備 事 業 令和７年度 ４６７, ５５９

とっとり住まいる支援事業補助 令和７年度
補助金総額123, 908千円を限度として、
令和６年度に交付決定した額から令
和６年度に交付した額を差し引いた
額

と っ と り 健 康 省 エ ネ 住 宅 
普 及 促 進 事 業 補 助

令和７年度
補助金総額263, 800千円を限度として、
令和６年度に交付決定した額から令
和６年度に交付した額を差し引いた
額

「 と っ と り 匠 の 技 」 活 用 
リ モ デ ル 助 成 事 業 補 助

令和７年度
補助金総額2, 000千円を限度として、
令和６年度に交付決定した額から令
和６年度に交付した額を差し引いた
額

カーボンニュートラルに向けた
中 規 模 建 築 物 Ｚ Ｅ Ｂ 普 及
促 進 モ デ ル 事 業 補 助

令和７年度
補助金総額23, 200千円を限度として、
令和６年度に交付決定した額から令
和６年度に交付した額を差し引いた
額

大山自然歴史館管理運営事業
令和７年度から
令和８年度まで ５, ４２４

産 業 未 来 共 創 補 助
令和７年度から
令和９年度まで

補助金総額440, 000千円を限度として、
令和６年度に交付決定した額から令
和６年度に交付した額を差し引いた
額

産業未来共創研究開発補助
令和７年度から
令和８年度まで

補助金総額120, 000千円を限度として、
令和６年度に交付決定した額から令
和６年度に交付した額を差し引いた
額

工 業 団 地 整 備 支 援 事 業
令和７年度から
令和２６年度まで ２５, ７２７

社会・地域課題解決に資する
共創型企業誘致推進事業補助

令和７年度から
令和９年度まで

補助金総額20, 900千円を限度として、
令和６年度に交付決定した額から令
和６年度に交付した額を差し引いた
額

とっとりバイオフロンティア 
管 理 運 営 事 業

令和７年度から
令和１０年度まで １７, ２９２

千円
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事　　　　　　項 期　　　　間 限　　　度　　　額

創 薬　・ 医 療 産 業 の
ゆ り か ご 形 成 事 業 

令和７年度から 
令和１１年度まで ５, ０５９

鳥 取 県 版 ス タ ー ト ア ッ プ 
創 出 事 業 補 助

令和７年度から 
令和９年度まで

補助金総額20, 000千円を限度として、
令和６年度に交付決定した額から令
和６年度に交付した額を差し引いた
額

企 業 自 立 サ ポ ー ト 事 業 
（ 制 度 金 融 費 ） 
に 係 る 損 失 補 償

令和６年度から、
金銭消費貸借に係
る契約書に定める
ところにより償還
が完了する日が属
する年度の翌年度
まで。ただし、条
件変更措置を受け
て貸付期間を延長
した場合は、その
延長した後の償還
が完了する日が属
する年度の翌年度
まで

鳥取県信用保証協会が金融機関に対
して行う代位弁済額から日本政策金
融公庫の保険金補填額及び全国信用
保証協会連合会の損失補償額を控除
した額の２分の１を限度とする額

世界どこでも外需獲得強化事業補助 令和７年度
補助金総額13, 000千円を限度として、
令和６年度に交付決定した額から令
和６年度に交付した額を差し引いた
額

「外国人材と共に働くとっとり」 
推 進 事 業

令和７年度から
令和８年度まで １２, ８００

労 働 者 福 祉 ・ 相 談 事 業
令和７年度から
令和８年度まで ５, ８７０

職 業 訓 練 事 業 費
令和７年度から
令和８年度まで ６１, ７７６

鳥取県立鳥取ハローワーク 
管 理 運 営 事 業

令和７年度から 
令和８年度まで ２２, ３００

食の安全・安心プロジェクト 
推 進 事 業 補 助

令和７年度から 
令和９年度まで

補助金総額16, 500千円を限度として、
令和６年度に交付決定した額から令
和６年度に交付した額を差し引いた
額

鳥取発伝統工芸世界に発信事業 令和７年度 ５０３

農 の 雇 用 ス テ ッ プ ア ッ プ 
支 援 事 業 補 助

令和７年度
補助金総額42, 600千円を限度として、
令和６年度に交付決定した額から令
和６年度に交付した額を差し引いた
額

鳥 取 発！ア グ リ ス タ ー ト 
研 修 支 援 事 業

令和７年度 ７, １１６

農業金融利子補給等総合支援事業
令和７年度から 
令和２６年度まで １１１, ４２０

千円
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事　　　　　　項 期　　　　間 限　　　度　　　額

公 益 財 団 法 人 鳥 取 県 
農 業 農 村 担 い 手 
育 成 機 構 借 入 金 損 失 補 償

令和６年度から、
損失補償契約に定
めるところにより
損失補償をする日
の属する年度まで

融資元金30, 227千円について損失補
償契約に定める最終償還期限日到来
後10か月を経過した日において公益
社団法人全国農地保有合理化協会が
弁済を受けることができなかった元金
合計額（延滞金及び違約金を含む。）
に相当する金額

とっとり花回廊管理運営委託費
令和７年度から 
令和１０年度まで １９６, ８３６

鳥 取 二 十 世 紀 梨 記 念 館 
管 理 運 営 委 託 費

令和７年度から 
令和１０年度まで ３４, ８４４

県 営 農 業 用 河 川 工 作 物 
応 急 対 策 事 業

令和７年度 １７０, ０００

鳥取県和牛振興計画推進事業 
（新規県有種雄牛普及促進事業）

令和７年度から 
令和８年度まで

県が行う新規県有種雄牛普及促進事
業に協力した肥育農家が適正に飼育・
出荷した対象種雄牛の種付けにより
出生した子牛の販売価格が、せりの
雌雄別販売価格を下回った場合にお
いて、せりの雌雄別販売価格から当
該販売価格を減じた額

鳥 取 和 牛 肉 質 日 本 一 
奪還に向けた総合戦略事業 
（事前短期肥育牛経営補償費）

令和６年度から、
事前短期肥育試験
契約に定めるとこ
ろにより損失補償
をする日の属する
年度まで

県が行う事前短期肥育試験に協力し
た肥育農家が適正に飼育・出荷した
検定牛の枝肉単価が、基準枝肉単価
を下回った場合において、当該枝肉
単価と検定牛の枝肉単価の差額に、
当該牛の枝肉重量を乗じた額

県 優 良 種 雄 牛 造 成 事 業 
（ 後 代 検 定 牛 経 営 補 償 費 ）

令和６年度から、
現場後代検定推進
契約に定めるとこ
ろにより損失補償
をする日の属する
年度まで

県が行う種雄牛候補牛の現場後代検
定に協力した肥育農家が適正に飼育・
出荷した検定牛の販売価格が、再生
産可能な額を下回った場合において、
当該再生産に必要な額から出荷日の
３等級の枝肉の平均価格に出荷牛の
枝肉重量を乗じた額を減じた額

県 優 良 種 雄 牛 造 成 事 業 
（ 改 良 基 礎 雌 牛 整 備 費 ）

令和７年度 ３２９

公共育成牧場施設維持管理事業 令和７年度 ８８, ２２０

鳥取県版緑の雇用支援事業補助 令和７年度
補助金総額11, 794千円を限度として、
令和６年度に交付決定した額から令
和６年度に交付した額を差し引いた
額

とっとり出合いの森管理運営事業
令和７年度から 
令和１０年度まで １１, １１６

二十一世紀の森管理運営事業
令和７年度から 
令和１０年度まで ４, ５６４

千円
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事　　　　　　項 期　　　　間 限　　　度　　　額

公 益 財 団 法 人 鳥 取 県 造 林 
公 社 の 日 本 政 策 金 融 公 庫 
借 入 金 に 係 る 損 失 補 償

日本政策金融公庫
が公益財団法人鳥
取県造林公社に資
金を貸付けたとき
から、当該貸付金
の最終償還期限到
来後、10か月の期
間が満了し、日本
政策金融公庫が補
償の履行日として
指定する日まで

借入元本378, 000千円の償還期限到来
後10か月の期間満了の日 (以下「損
失確定日」という。)において、日本
政策金融公庫が弁済を受けることが
できなかった元利金合計額並びに遅
延損害金に相当する金額及び損失確
定日の翌日から補償履行日までの利
率年11. 0％に相当する利息

造 林 公 社 等 未 来 の 
豊 か な 森 林 づ く り 事 業

令和７年度から 
令和２５年度まで １０６, ２１０

とっとりウッドチェンジ戦略事業
令和７年度から 
令和１０年度まで ６, ０００

非住宅木材活用推進事業補助 令和７年度
補助金総額15, 917千円を限度として、
令和６年度に交付決定した額から令
和６年度に交付した額を差し引いた
額

種 苗 安 定 生 産 対 策 事 業
令和７年度から 
令和８年度まで １５, ６３４

気 候 ・ 風 土 に 適 応 し た 
砂丘ラッキョウ・ナガイモの 
安 定 生 産 技 術 確 立 事 業

令和７年度 １２７

漁 業 金 融 対 策 費
令和７年度から 
令和２６年度まで ９８, ８７１

と っ と り 賀 露 か に っ こ 館 
管 理 運 営 事 業 費

令和７年度から 
令和１０年度まで １６, ８５７

建設工事等入札制度管理費
令和７年度から 
令和８年度まで １２, ２４２

鳥 取 県 版 河 川 ・ 道 路 
ボ ラ ン テ ィ ア 促 進 事 業

令和７年度から 
令和８年度まで １４, ４００

道 路 メ ン テ ナ ン ス 事 業 令和７年度 ７０, ０００

除 雪 事 業 令和７年度 ２０, ０００

通 学 路 安 全 対 策 事 業
令和７年度から 
令和８年度まで ４９０, ０００

防 災 ・ 安 全 交 付 金 
（ 市 町 村 代 行 ）

令和７年度 ２３０, ０００

地 域 高 規 格 道 路 整 備 事 業
令和７年度から 
令和８年度まで ２, ５００, ０００

社 会 資 本 整 備 総 合 交 付 金 
（ 国 道 改 築 ）

令和７年度から 
令和８年度まで ３００, ０００

防 災 ・ 安 全 交 付 金 
（ 河 川 改 修 ）

令和７年度 ３５７, ０００

千円
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事　　　　　　項 期　　　　間 限　　　度　　　額

ダ ム メ ン テ ナ ン ス 事 業 令和７年度 １７０, ０００

大 規 模 特 定 河 川 事 業
令和７年度から 
令和８年度まで ９４２, ０００

河 川 メ ン テ ナ ン ス 事 業
令和７年度から 
令和８年度まで ４２８, ０００

土 砂 災 害 情 報 シ ス テ ム 等 
管 理 運 営 費

令和７年度から 
令和１０年度まで ３９, ３８０

境 漁 港 指 定 管 理 料
令和７年度から 
令和１０年度まで １, １４０

みなとさかい交流館管理運営費
令和７年度から 
令和１０年度まで ２７, ９５６

安 全 運 転 講 習 費 令和７年度 ７２６

警 察 情 報 シ ス テ ム 運 営 費
令和７年度から 
令和１１年度まで １３３, ７１６

運転免許・認知症等運転者対策費 令和７年度 ２００

鑑 識 活 動 運 営 費
令和７年度から 
令和１２年度まで ４２６, １６２

交 通 安 全 施 設 整 備 費 
（ 信 号 機 等 整 備 事 業 ）

令和７年度から 
令和１１年度まで １８０, ３８８

教 育 財 産 管 理 事 業 費 補 助
令和７年度から 
令和１５年度まで

補助金総額8, 000千円を限度として、
令和６年度に交付決定した額から令
和６年度に交付した額を差し引いた
額

教 職 員 給 与 等 管 理 費
令和７年度から 
令和１０年度まで １, ８０４

Ｉ Ｃ Ｔ 環 境 整 備 事 業
令和７年度から 
令和１２年度まで ９７３, ３６６

Ｉ Ｃ Ｔ 活 用 推 進 事 業
令和７年度から 
令和９年度まで １, ８１３

船上山少年自然の家運営費
令和７年度から 
令和１０年度まで ２２, ４０４

大 山 青 年 の 家 運 営 費
令和７年度から 
令和１０年度まで １２, ４００

生 涯 学 習 セ ン タ ー 運 営 費
令和７年度から 
令和１０年度まで ３３, ２２０

鳥取県立美術館整備推進事業
令和７年度から 
令和１０年度まで １, ９５６

企 画 展 開 催 費 令和７年度 ７０, ０００

県 議 会 事 務 局 運 営 費
令和７年度から 
令和１１年度まで ２１, ０８３

千円
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第４表　地　方　債

起 債 の 目 的 限 度 額 起債の方法 利　　　率 償 還 の 方 法

議 会 費 9, 000 証書借入れ又は
証券発行の方法
により財政融資
資金その他より
借入れするもの
とする。ただし、
事業又は県財政
の都合により起
債額の全部又は
一部を翌年度に
繰り延べて起債
することができ
る。

10％以内（ただ
し、利率見直し
方式で借り入れ
る資金について、
利率の見直しを
行った後におい
ては、当該見直
し後の利率）

借入年度から１年
すえ置き、じ後29
年度間に償還する
ものとする。ただ
し、県財政その他
の都合によりすえ
置き及び償還年限
を短縮又は延長し
て起債し、あるい
はすえ置き又は償
還期間中であって
も償還年限を短縮
し、延長し、又は
繰上償還を行い、
若しくは借換えす
ることができるも
のとする。

財 産 管 理 費 438, 000 同　　　上 同　　　上 同　　　上

計 画 調 査 費 657, 000 同　　　上 同　　　上 同　　　上

ス ポ ー ツ 振 興 費 784, 000 同　　　上 同　　　上 同　　　上

文 化 財 保 護 費 50, 000 同　　　上 同　　　上 同　　　上

自 治 振 興 費 5, 000 同　　　上 同　　　上 同　　　上

防 災 総 務 費 326, 000 同　　　上 同　　　上 同　　　上

児 童 福 祉 総 務 費 77, 000 同　　　上 同　　　上 同　　　上

児 童 福 祉 施 設 費 387, 000 同　　　上 同　　　上 同　　　上

予 防 費 125, 000 同　　　上 同　　　上 同　　　上

環 境 保 全 費 576, 000 同　　　上 同　　　上 同　　　上

倉吉総合看護専門学校費 5, 000 同　　　上 同　　　上 同　　　上

千円
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起 債 の 目 的 限 度 額 起債の方法 利　　　率 償 還 の 方 法

職 業 訓 練 校 費 30, 000 証書借入れ又は
証券発行の方法

により財政融資

資金その他より

借入れするもの

とする。ただし、

事業又は県財政

の都合により起

債額の全部又は

一部を翌年度に

繰り延べて起債

することができ

る。

10％以内（ただ
し、利率見直し

方式で借り入れ

る資金について、

利率の見直しを

行った後におい

ては、当該見直

し後の利率）

借入年度から１年
すえ置き、じ後29
年度間に償還する

ものとする。ただ

し、県財政その他

の都合によりすえ

置き及び償還年限

を短縮又は延長し

て起債し、あるい

はすえ置き又は償

還期間中であって

も償還年限を短縮

し、延長し、又は

繰上償還を行い、

若しくは借換えす

ることができるも

のとする。

農 業 総 務 費 282, 000 同　　　上 同　　　上 同　　　上

畜 産 振 興 費 9, 000 同　　　上 同　　　上 同　　　上

土 地 改 良 費 203, 000 同　　　上 同　　　上 同　　　上

農 地 防 災 事 業 費 167, 000 同　　　上 同　　　上 同　　　上

林 業 振 興 費 50, 000 同　　　上 同　　　上 同　　　上

造 林 費 131, 000 同　　　上 同　　　上 同　　　上

林 道 費 177, 000 同　　　上 同　　　上 同　　　上

治 山 費 424, 000 同　　　上 同　　　上 同　　　上

水 産 業 振 興 費 39, 000 同　　　上 同　　　上 同　　　上

漁 港 建 設 費 268, 000 同　　　上 同　　　上 同　　　上

栽培漁業センター費 172, 000 同　　　上 同　　　上 同　　　上

中 小 企 業 振 興 費 34, 000 同　　　上 同　　　上 同　　　上

千円
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起 債 の 目 的 限 度 額 起債の方法 利　　　率 償 還 の 方 法

土 木 総 務 費 40, 000 証書借入れ又は
証券発行の方法

により財政融資

資金その他より

借入れするもの

とする。ただし、

事業又は県財政

の都合により起

債額の全部又は

一部を翌年度に

繰り延べて起債

することができ

る。

10％以内（ただ
し、利率見直し

方式で借り入れ

る資金について、

利率の見直しを

行った後におい

ては、当該見直

し後の利率）

借入年度から１年
すえ置き、じ後29
年度間に償還する

ものとする。ただ

し、県財政その他

の都合によりすえ

置き及び償還年限

を短縮又は延長し

て起債し、あるい

はすえ置き又は償

還期間中であって

も償還年限を短縮

し、延長し、又は

繰上償還を行い、

若しくは借換えす

ることができるも

のとする。

道路橋りょう維持費 3, 069, 000 同　　　上 同　　　上 同　　　上

道路橋りょう新設改良費 3, 187, 000 同　　　上 同　　　上 同　　　上

河 川 総 務 費 1, 709, 000 同　　　上 同　　　上 同　　　上

河 川 改 良 費 1, 718, 000 同　　　上 同　　　上 同　　　上

砂 防 費 2, 337, 000 同　　　上 同　　　上 同　　　上

海 岸 保 全 費 217, 000 同　　　上 同　　　上 同　　　上

港 湾 管 理 費 19, 000 同　　　上 同　　　上 同　　　上

港 湾 建 設 費 251, 000 同　　　上 同　　　上 同　　　上

空 港 費 366, 000 同　　　上 同　　　上 同　　　上

街 路 事 業 費 268, 000 同　　　上 同　　　上 同　　　上

公 園 費 109, 000 同　　　上 同　　　上 同　　　上

住 宅 建 設 費 598, 000 同　　　上 同　　　上 同　　　上

警 察 施 設 費 173, 000 同　　　上 同　　　上 同　　　上

千円
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起 債 の 目 的 限 度 額 起債の方法 利　　　率 償 還 の 方 法

交 通 指 導 取 締 費 191, 000 証書借入れ又は
証券発行の方法

により財政融資

資金その他より

借入れするもの

とする。ただし、

事業又は県財政

の都合により起

債額の全部又は

一部を翌年度に

繰り延べて起債

することができ

る。

10％以内（ただ
し、利率見直し

方式で借り入れ

る資金について、

利率の見直しを

行った後におい

ては、当該見直

し後の利率）

借入年度から１年
すえ置き、じ後29
年度間に償還する

ものとする。ただ

し、県財政その他

の都合によりすえ

置き及び償還年限

を短縮又は延長し

て起債し、あるい

はすえ置き又は償

還期間中であって

も償還年限を短縮

し、延長し、又は

繰上償還を行い、

若しくは借換えす

ることができるも

のとする。

教 育 財 産 管 理 費 1, 407, 000 同　　　上 同　　　上 同　　　上

教 育 セ ン タ ー 費 54, 000 同　　　上 同　　　上 同　　　上

高 等 学 校 管 理 費 514, 000 同　　　上 同　　　上 同　　　上

図 書 館 費 1, 000 同　　　上 同　　　上 同　　　上

青少年社会教育施設費 41, 000 同　　　上 同　　　上 同　　　上

生涯学習センター費 40, 000 同　　　上 同　　　上 同　　　上

保 健 体 育 総 務 費 28, 000 同　　　上 同　　　上 同　　　上

耕 地 災 害 復 旧 費 4, 000 同　　　上 同　　　上 同　　　上

林道施設災害復旧費 53, 000 同　　　上 同　　　上 同　　　上

治 山 施 設 災 害 復 旧 費 44, 000 同　　　上 同　　　上 同　　　上

治山施設等災害関連事業費 84, 000 同　　　上 同　　　上 同　　　上

漁港施設災害復旧費 87, 000 同　　　上 同　　　上 同　　　上

千円
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起 債 の 目 的 限 度 額 起債の方法 利　　　率 償 還 の 方 法

建 設 災 害 復 旧 費 2, 147, 000 証書借入れ又は
証券発行の方法

により財政融資

資金その他より

借入れするもの

とする。ただし、

事業又は県財政

の都合により起

債額の全部又は

一部を翌年度に

繰り延べて起債

することができ

る。

10％以内（ただ
し、利率見直し

方式で借り入れ

る資金について、

利率の見直しを

行った後におい

ては、当該見直

し後の利率）

借入年度から１年
すえ置き、じ後29
年度間に償還する

ものとする。ただ

し、県財政その他

の都合によりすえ

置き及び償還年限

を短縮又は延長し

て起債し、あるい

はすえ置き又は償

還期間中であって

も償還年限を短縮

し、延長し、又は

繰上償還を行い、

若しくは借換えす

ることができるも

のとする。

港 湾 災 害 復 旧 費 117, 000 同　　　上 同　　　上 同　　　上

空 港 災 害 復 旧 費 11, 000 同　　　上 同　　　上 同　　　上

直 轄 道 路 事 業 費 2, 903, 000 同　　　上 同　　　上 同　　　上

直 轄 河 川 事 業 費 278, 000 同　　　上 同　　　上 同　　　上

直轄海岸保全事業費 28, 000 同　　　上 同　　　上 同　　　上

直 轄 砂 防 事 業 費 103, 000 同　　　上 同　　　上 同　　　上

直 轄 港 湾 事 業 費 22, 000 同　　　上 同　　　上 同　　　上

直 轄 空 港 事 業 費 65, 000 同　　　上 同　　　上 同　　　上

直 轄 災 害 復 旧 費 220, 000 同　　　上 同　　　上 同　　　上

臨 時 財 政 対 策 債 653, 000 同　　　上 同　　　上 同　　　上

千円

ただし、各目的ごとの起債の額の合計は、歳入予算で定める県債の額を超えないものとする。
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資料１  鳥取市新生児聴覚検査費助成金交付要綱 

 

鳥取市新生児聴覚検査費助成金交付要綱 

 
（趣旨） 
第１条 この要綱は、新生児聴覚検査（以下「聴覚検査」という。）に要する費用の一部を助成すること

により、新生児の聴覚障がいの早期発見と早期支援を図るため、鳥取市新生児聴覚検査費助成金（以下

「本助成金」という。）の交付について、必要な事項を定めるものとする。 
 
（対象者） 
第２条 本助成金の対象となる者（以下「交付対象者」という。）は、鳥取市に住所を有する者が出産し

た新生児又は検査日において鳥取市に住所を有する新生児で、出生日が平成２８年４月１日以降の者（以

下「検査対象者」という。）の保護者とする。 
 
（対象となる聴覚検査） 
第３条 本助成金の交付の対象となる聴覚検査は、産婦人科、小児科又は耳鼻咽喉科等において、出生

後、入院中又は外来の診療により受けた自動聴性脳幹反応（ＡＡＢＲ）、聴性脳幹反応検査（ＡＢＲ）又

はスクリーニング用耳音響放射（ＯＡＥ）による検査とする。 
２ 初回検査のみを助成の対象とする。 
 
（本助成金の額） 
第４条 本助成金の額は、２,０００円と聴覚検査に係る費用を比較していずれか低い額とする。 
 
（実施医療機関） 
第５条 聴覚検査は、原則として市と本助成金の委任払いに関する契約を締結した医療機関（以下「実

施医療機関」という。）で受けるものとする。 
 
（助成金の支払方法） 
第６条 市長は、第４条に規定する助成金の額を、次の各号の区分に応じ、当該各号に定める方法によ

り支払うものとする。 
（１）前条の規定により実施医療機関において聴覚検査を受ける場合 代理受領（交付対象者の委任を

受けた実施医療機関の請求により本助成金を当該医療機関に支払う方法をいう。以下同じ。） 
（２）実施医療機関以外で聴覚検査を受けた場合その他やむを得ない事情により前号の代理受領による

ことができない場合 償還払（交付対象者が一度全額を自己負担し、その後市長に本助成金の交付を請

求して支払を受ける方法をいう。以下同じ。） 
２ 前項第１号の規定により、実施医療機関に対して代理受領による本助成金の支払があったときは、

交付対象者に対して本助成金の交付があったものとみなす。 
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議案第２号

令和６年度鳥取県用品調達等集中管理事業特別会計予

算

　令和６年度鳥取県の用品調達等集中管理事業特別会計の予算は、次に定めるところによ

る。

（歳入歳出予算）

第１条　歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ２，０７７，３５２千円と定める。

２　歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表歳入歳出予算」によ

る。

（債務負担行為）

第２条　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１４条の規定により債務を負担する

行為をすることができる事項、期間及び限度額は、「第２表債務負担行為」による。

　　令和６年２月２１日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　鳥取県知事　　平　　井　　伸　　治
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第１表　歳入歳出予算

　

　　歳　　　入

款 項 金　　　　額

１ 事　　　業　　　収　　　入 2, 077, 301

１ 用 品 調 達 事 業 収 入 492, 505

２ 自 動 車 管 理 事 業 収 入 233, 388

３ 集 中 管 理 事 業 収 入 1, 351, 408

２ 諸 　 　 収 　 　 入 51

１ 雑 　 　 　 　 　 　 　 入 51

歳　　　　　 入　　　　　 合　　　　　 計 2, 077, 352

千円
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　　歳　　　出

款 項 金　　　　額

１ 事 　 　 業 　 　 費 2, 077, 352

１ 用 品 調 達 事 業 費 492, 505

２ 自 動 車 管 理 事 業 費 233, 388

３ 集 中 管 理 事 業 費 1, 351, 459

歳　　　　　 出　　　　　 合　　　　　 計 2, 077, 352

千円



─  28 ─

第２表　債務負担行為

事　　　　　　項 期　　　　間 限　　　度　　　額

公 用 車 リ ー ス 料
（ 平 成 ２ ０ 年 度 契 約 分 ）

令和７年度から
令和８年度まで ３，３３８

公 用 車 リ ー ス 料
（ 平 成 ２ ２ 年 度 契 約 分 ）

令和７年度から
令和８年度まで ３，５２４

公 用 車 リ ー ス 料
（ 平 成 ２ ４ 年 度 契 約 分 ）

令和７年度から
令和８年度まで １１，５８０

公 用 車 リ ー ス 料
（ 平 成 ２ ６ 年 度 契 約 分 ）

令和７年度から
令和８年度まで １９，８９２

公 用 車 リ ー ス 料
（ 平 成 ２ ８ 年 度 契 約 分 ）

令和７年度から
令和８年度まで ８，０３４

公 用 車 リ ー ス 料
（ 平 成 ３ ０ 年 度 契 約 分 ）

令和７年度から
令和８年度まで ２５，１４８

公 用 車 リ ー ス 料
（ 令 和 ６ 年 度 契 約 分 ）

令和７年度から
令和１２年度まで ２０３，６２２

千円
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議案第３号

令和６年度鳥取県公債管理特別会計予算

　令和６年度鳥取県の公債管理特別会計の予算は、次に定めるところによる。

（歳入歳出予算）

第１条　歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ６０, ８４４, １５３千円と定める。

２　歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表歳入歳出予算」によ

る。

（地方債）

第２条　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３０条第１項の規定により起こすこ

とができる地方債の起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、「第２

表地方債」による。

　　令和６年２月２１日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　鳥取県知事　　平　　井　　伸　　治
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第１表　歳入歳出予算

　

　　歳　　　入

款 項 金　　　　額

１ 繰 入 金 51, 009, 424

１ 一 般 会 計 繰 入 金 48, 741, 424

２ 減 債 基 金 繰 入 金 2, 268, 000

２ 県 債 9, 834, 729

１ 県 債 9, 834, 729

歳　　　　　 入　　　　　 合　　　　　 計 60, 844, 153

千円
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　　歳　　　出

款 項 金　　　　額

１ 公 債 費 60, 844, 153

１ 公 債 費 60, 844, 153

歳　　　　　 出　　　　　 合　　　　　 計 60, 844, 153

千円
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第２表　地　方　債

起 債 の 目 的 限 度 額 起債の方法 利　　　率 償 還 の 方 法

借 換 債 9, 834, 729 証書借入れ又は
証券発行の方法

により財政融資

資金その他より

借入れするもの

とする。ただし、

事業又は県財政

の都合により起

債額の全部又は

一部を翌年度に

繰り延べて起債

することができ

る。

10％以内（ただ
し、利率見直し

方式で借り入れ

る資金について、

利率の見直しを

行った後におい

ては、当該見直

し後の利率）

借入年度から１年
すえ置き、じ後29
年度間に償還する

ものとする。ただ

し、県財政その他

の都合によりすえ

置き及び償還年限

を短縮又は延長し

て起債し、あるい

はすえ置き又は償

還期間中であって

も償還年限を短縮

し、延長し、又は

繰上償還を行い、

若しくは借換えす

ることができるも

のとする。

計 9, 834, 729

千円
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議案第４号

令和６年度鳥取県給与集中管理特別会計予算

　令和６年度鳥取県の給与集中管理特別会計の予算は、次に定めるところによる。

（歳入歳出予算）

第１条　歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ２８，３１６，８２３千円と定める。

２　歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表歳入歳出予算」によ

る。

　　令和６年２月２１日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　鳥取県知事　　平　　井　　伸　　治
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第１表　歳入歳出予算

　

　　歳　　　入

款 項 金　　　　額

１ 給 与 等 振 替 収 入 28, 316, 823

１ 給 与 等 振 替 収 入 28, 316, 823

歳　　　　　 入　　　　　 合　　　　　 計 28, 316, 823

千円
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　　歳　　　出

款 項 金　　　　額

１ 給 与 費 28, 316, 823

１ 給 与 費 28, 316, 823

歳　　　　　 出　　　　　 合　　　　　 計 28, 316, 823

千円
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議案第５号

令和６年度鳥取県国民健康保険運営事業特別会計予算

　令和６年度鳥取県の国民健康保険運営事業特別会計の予算は、次に定めるところによる。

（歳入歳出予算）

第１条　歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ５１，８６６，９３９千円と定める。

２　歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表歳入歳出予算」によ

る。

　　令和６年２月２１日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　鳥取県知事　　平　　井　　伸　　治
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第１表　歳入歳出予算

　

　　歳　　　入

款 項 金　　　　額

１ 国民健康保険運営事業収入 51, 866, 939

１ 分 担 金 及 び 負 担 金 11, 981, 544

２ 国 庫 支 出 金 15, 928, 014

３ 療 養 給 付 費 等 交 付 金 1

４ 前 期 高 齢 者 交 付 金 20, 113, 692

５ 共 同 事 業 交 付 金 109, 189

６ 財 産 収 入 274

７ 繰 入 金 3, 733, 207

８ 繰 越 金 1, 000

９ 諸 収 入 18

歳　　　　　 入　　　　　 合　　　　　 計 51, 866, 939

千円
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　　歳　　　出

款 項 金　　　　額

１ 国民健康保険運営事業費 51, 866, 939

１ 国民健康保険運営事業費 51, 694, 289

２ 総 務 費 162, 650

３ 予 備 費 10, 000

歳　　　　　 出　　　　　 合　　　　　 計 51, 866, 939

千円
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議案第６号

令和６年度鳥取県母子父子寡婦福祉資金貸付事業特別

会計予算

　令和６年度鳥取県の母子父子寡婦福祉資金貸付事業特別会計の予算は、次に定めるとこ

ろによる。

（歳入歳出予算）

第１条　歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ８４，５８７千円と定める。

２　歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表歳入歳出予算」によ

る。

（債務負担行為）

第２条　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１４条の規定により債務を負担する

行為をすることができる事項、期間及び限度額は、「第２表債務負担行為」による。

　　令和６年２月２１日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　鳥取県知事　　平　　井　　伸　　治
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第１表　歳入歳出予算

　

　　歳　　　入

款 項 金　　　　額

１ 繰 入 金 2, 528

１ 一 般 会 計 繰 入 金 2, 528

２ 繰 越 金 45, 886

１ 繰 越 金 45, 886

３ 諸 収 入 36, 173

１ 貸 付 金 元 利 収 入 36, 128

２ 雑 入 45

歳　　　　　 入　　　　　 合　　　　　 計 84, 587

千円
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　　歳　　　出

款 項 金　　　　額

１ 母 子 父 子 寡 婦 福 祉 資 金
貸 付 事 業 費 84, 587

１ 母 子 父 子 寡 婦 福 祉 資 金
貸 付 事 業 費

84, 587

歳　　　　　 出　　　　　 合　　　　　 計 84, 587

千円
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第２表　債務負担行為

事　　　　　　項 期　　　　間 限　　　度　　　額

修 学 資 金 等 貸 付 金
令和７年度から
令和１１年度まで ７１，５９２

千円
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議案第７号

令和６年度鳥取県中小企業近代化資金助成事業特別

会計予算

　令和６年度鳥取県の中小企業近代化資金助成事業特別会計の予算は、次に定めるところ

による。

（歳入歳出予算）

第１条　歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ２３，０４４千円と定める。

２　歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表歳入歳出予算」によ

る。

　　令和６年２月２１日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　鳥取県知事　　平　　井　　伸　　治
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第１表　歳入歳出予算

　

　　歳　　　入

款 項 金　　　　額

１ 繰 入 金 1, 316 

１ 一 般 会 計 繰 入 金 1, 316

２ 繰 越 金 225

１ 繰　　　   越　  　　 金 225

３ 諸 収 入 21, 503

１ 貸  付  金  元  利  収  入 21, 403

２ 雑　　　　　　　　 入 100

歳　　　　　 入　　　　　 合　　　　　 計 23, 044

千円
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　　歳　　　出

款 項 金　　　　額

１ 中 小 企 業 近 代 化 資 金
貸 付 事 業 費 23, 044

１ 中 小 企 業 近 代 化 資 金
貸 付 事 業 費

23, 044

歳　　　　　 出　　　　　 合　　　　　 計 23, 044

千円
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議案第８号

令和６年度鳥取県就農支援資金貸付事業特別会計予算

　令和６年度鳥取県の就農支援資金貸付事業特別会計の予算は、次に定めるところによる。

（歳入歳出予算）

第１条　歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ２８，０５３千円と定める。

２　歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表歳入歳出予算」によ

る。

　　令和６年２月２１日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　鳥取県知事　　平　　井　　伸　　治



─  47 ─

第１表　歳入歳出予算

　

　　歳　　　入

款 項 金　　　　額

１ 繰 　   越   　 金 14, 259

１ 繰   越   金 14, 259

２ 諸　　　　　収　　　　　入 13, 794

１ 貸 付 金 元 利 収 入 13, 628

２ 雑 　 　   　 　 　 　   入 166

歳　　　　　 入　　　　　 合　　　　　 計 28, 053

千円
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　　歳　　　出

款 項 金　　　　額

１ 就農支援資金貸付事業費 28, 053 

１ 就農支援資金貸付事業費 28, 053

歳　　　　　 出　　　　　 合　　　　　 計 28, 053

千円
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議案第９号

令和６年度鳥取県林業・木材産業改善資金助成事業特

別会計予算

　令和６年度鳥取県の林業・木材産業改善資金助成事業特別会計の予算は、次に定めると

ころによる。

（歳入歳出予算）

第１条　歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ５７，１０６千円と定める。

２　歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表歳入歳出予算」によ

る。

　　令和６年２月２１日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　鳥取県知事　　平　　井　　伸　　治
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第１表　歳入歳出予算

　

　　歳　　　入

款 項 金　　　　額

１ 繰 　   入   　 金 1, 027

１ 一 般 会 計 繰 入 金 1, 027

２ 繰 　   越   　 金 19, 248

１ 繰 　 　 越 　 　 金 　19, 248

３ 諸　　　　　収　　　　　入 36, 831

１ 貸  付  金  元  利  収  入 36, 831

歳　　　　　 入　　　　　 合　　　　　 計 57, 106

千円
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　　歳　　　出

款 項 金　　　　額

１ 林業・木材産業改善資金
貸　 付　 事　 業　 費 57, 106

１ 林業・木材産業改善資金
貸　 付　 事　 業　 費

57, 106

歳　　　　　 出　　　　　 合　　　　　 計 57, 106

千円
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議案第１０号

令和６年度鳥取県県営林事業特別会計予算

　令和６年度鳥取県の県営林事業特別会計の予算は、次に定めるところによる。

（歳入歳出予算）

第１条　歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ１０４，０８４千円と定める。

２　歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表歳入歳出予算」によ

る。

　　令和６年２月２１日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　鳥取県知事　　平　　井　　伸　　治



─  53 ─

第１表　歳入歳出予算

　

　　歳　　　入

款 項 金　　　　額

１ 国   庫   支   出   金 3, 384

１ 国 庫 補 助 金 3, 384

２ 財     産     収     入 　8, 601

１ 財 産 売 払 収 入 8, 554

２ 財 産 運 用 収 入 47

３ 繰 　 　   入 　 　   金 91, 798

１ 一 般 会 計 繰 入 金 91, 798

４ 繰 　 　   越 　   　 金 1

１ 繰 　   越 　   金 1

５ 諸 　   　 収 　   　 入 300

１ 雑 　 　   　 　 入 300

歳　　　　　 入　　　　　 合　　　　　 計 104, 084

千円
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　　歳　　　出

款 項 金　　　　額

１ 県 営 林 事 業 費 63, 713

１ 職 　     員   　   費 35, 845

２ 保   育   事   業   費 7, 859

３ 処   分   事   業   費 　7, 181

４ 管   理   事   業   費 12, 828

２ 公 債 費 40, 371

１ 公   　   債 　     費 40, 371

歳　　　　　 出　　　　　 合　　　　　 計 104, 084

千円
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議案第１１号

令和６年度鳥取県県営境港水産施設事業特別会計予算

　令和６年度鳥取県の県営境港水産施設事業特別会計の予算は、次に定めるところによる。

（歳入歳出予算）

第１条　歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ２８１，７４６千円と定める。

２　歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表歳入歳出予算」によ

る。

（債務負担行為）

第２条　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１４条の規定により債務を負担する

行為をすることができる事項、期間及び限度額は、「第２表債務負担行為」による。

　　令和６年２月２１日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　鳥取県知事　　平　　井　　伸　　治
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第１表　歳入歳出予算

　

　　歳　　　入

款 項 金　　　　額

１ 国 庫 支 出 金 15, 619

１ 国 庫 補 助 金 15, 619

２ 使 用 料 及 び 手 数 料 143, 362

１ 使 用 料 143, 362

３ 繰 入 金 116, 856

１ 一 般 会 計 繰 入 金 116, 856

４ 繰 越 金 1

１ 繰 越 金 1

５ 諸 収 入 5, 908

１ 雑 入 5, 908

歳　　　　　 入　　　　　 合　　　　　 計 281, 746

千円
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　　歳　　　出

款 項 金　　　　額

１ 事 業 費 252, 150

１ 事 業 費 252, 150

２ 公 債 費 29, 596

1 公 債 費 29, 596

歳　　　　　 出　　　　　 合　　　　　 計 281, 746

千円
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第２表　債務負担行為

事　　　　　　項 期　　　　間 限　　　度　　　額

鳥 取 県 営 境 港 水 産 物
地 方 卸 売 市 場 指 定 管 理 料

令和７年度から
令和１０年度まで ４１，６８６

千円
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議案第１２号

令和６年度鳥取県沿岸漁業改善資金助成事業特別会計

予算

　令和６年度鳥取県の沿岸漁業改善資金助成事業特別会計の予算は、次に定めるところに

よる。

（歳入歳出予算）

第１条　歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ１０，１１３千円と定める。

２　歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表歳入歳出予算」によ

る。

　　令和６年２月２１日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　鳥取県知事　　平　　井　　伸　　治
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第１表　歳入歳出予算

　

　　歳　　　入

款 項 金　　　　額

１ 繰 入 金 113

１ 一 般 会 計 繰 入 金 113

２ 繰 越 金 9, 720

１ 繰 越 金 9, 720

３ 諸 収 入 280

１ 貸 付 金 元 利 収 入 280

歳　　　　　 入　　　　　 合　　　　　 計 10, 113

千円
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　　歳　　　出

款 項 金　　　　額

１ 沿岸漁業改善資金貸付事業費 10, 113

１ 沿岸漁業改善資金貸付事業費 10, 113

歳　　　　　 出　　　　　 合　　　　　 計 10, 113

千円
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議案第１３号

令和６年度鳥取県港湾整備事業特別会計予算

　令和６年度鳥取県の港湾整備事業特別会計の予算は、次に定めるところによる。

（歳入歳出予算）

第１条　歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ５４，１８４千円と定める。

２　歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表歳入歳出予算」によ

る。

　　令和６年２月２１日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　鳥取県知事　　平　　井　　伸　　治
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第１表　歳入歳出予算

　

　　歳　　　入

款 項 金　　　　額

１ 使 用 料 及 び 手 数 料 41, 694

１ 使 用 料 41, 694

２ 財 産 収 入 12, 443

１ 財 産 運 用 収 入 9, 719

２ 財 産 売 払 収 入 2, 724

３ 繰 入 金 46

１ 一 般 会 計 繰 入 金 46

４ 繰 越 金 1

１ 繰 越 金 1

歳　　　　　 入　　　　　 合　　　　　 計 54, 184

千円
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　　歳　　　出

款 項 金　　　　額

１ 事 業 費 54, 184

１ 事 業 費 54, 184

歳　　　　　 出　　　　　 合　　　　　 計 54, 184

千円
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議案第１４号

令和６年度鳥取県収入証紙特別会計予算

　令和６年度鳥取県の収入証紙特別会計の予算は、次に定めるところによる。

（歳入歳出予算）

第１条　歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ３，０００千円と定める。

２　歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表歳入歳出予算」によ

る。

　　 令和６年２月２１日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　鳥取県知事　　平　　井　　伸　　治
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第１表　歳入歳出予算

　

　　歳　　　入

款 項 金　　　　額

１ 繰 　 　 入 　 　 金 3, 000

１ 一 般 会 計 繰 入 金 3, 000

歳　　　　　 入　　　　　 合　　　　　 計 3, 000

千円
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　　歳　　　出

款 項 金　　　　額

１ 諸 　 支 　 出 　 金 3, 000

１ 償　　　 還　　　 金 3, 000

歳　　　　　 出　　　　　 合　　　　　 計 3, 000

千円
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議案第１５号

令和６年度鳥取県県立学校農業実習特別会計予算

　令和６年度鳥取県の県立学校農業実習特別会計の予算は、次に定めるところによる。

（歳入歳出予算）

第１条　歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ５８，５１１千円と定める。

２　歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表歳入歳出予算」によ

る。

　　令和６年２月２１日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　鳥取県知事　　平　　井　　伸　　治



─  69 ─

第１表　歳入歳出予算

　

　　歳　　　入

款 項 金　　　　額

１ 財 産 収 入 44, 272

１ 財 産 売 払 収 入 44, 272

２ 繰 越 金 14, 218

１ 繰 越 金 14, 218

３ 諸 収 入 21

１ 雑 入 21

歳　　　　　 入　　　　　 合　　　　　 計 58, 511

千円
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　　歳　　　出

款 項 金　　　　額

１ 県 立 学 校 農 業 実 習 費 55, 511

１ 県 立 学 校 農 業 実 習 費 55, 511

２ 予 備 費 3, 000

１ 予 備 費 3, 000

歳　　　　　 出　　　　　 合　　　　　 計 58, 511

千円
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議案第１６号

令和６年度鳥取県育英奨学事業特別会計予算

　令和６年度鳥取県の育英奨学事業特別会計の予算は、次に定めるところによる。

（歳入歳出予算）

第１条　歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ９０２，２０７千円と定める。

２　歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表歳入歳出予算」によ

る。

（債務負担行為）

第２条　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１４条の規定により債務を負担する

行為をすることができる事項、期間及び限度額は、「第２表債務負担行為」による。

　　令和６年２月２１日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　鳥取県知事　　平　　井　　伸　　治
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第１表　歳入歳出予算

　

　　歳　　　入

款 項 金　　　　額

１ 繰 入 金 216

１ 一 般 会 計 繰 入 金 216

２ 繰 越 金 298, 672

１ 繰 越 金 298, 672

３ 諸 収 入 603, 319

１ 貸 付 金 元 利 収 入 603, 319

歳　　　　　 入　　　　　 合　　　　　 計 902, 207

千円
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　　歳　　　出

款 項 金　　　　額

１ 育英奨学資金貸付事業費 902, 207

１ 育英奨学資金貸付事業費 902, 207

     

歳　　　　　 出　　　　　 合　　　　　 計 902, 207

千円
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第２表　債務負担行為

事　　　　　　項 期　　　　間 限　　　度　　　額

育 英 奨 学 生 貸 付 金
（ 高 等 学 校 等 奨 学 金 ）

令和７年度から
令和１１年度まで ４２４，２００

育 英 奨 学 生 貸 付 金
（ 大 学 等 奨 学 金 ）

令和７年度から
令和１２年度まで ４９３，０２０

千円
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資料１  鳥取市新生児聴覚検査費助成金交付要綱 

 

鳥取市新生児聴覚検査費助成金交付要綱 

 
（趣旨） 
第１条 この要綱は、新生児聴覚検査（以下「聴覚検査」という。）に要する費用の一部を助成すること

により、新生児の聴覚障がいの早期発見と早期支援を図るため、鳥取市新生児聴覚検査費助成金（以下

「本助成金」という。）の交付について、必要な事項を定めるものとする。 
 
（対象者） 
第２条 本助成金の対象となる者（以下「交付対象者」という。）は、鳥取市に住所を有する者が出産し

た新生児又は検査日において鳥取市に住所を有する新生児で、出生日が平成２８年４月１日以降の者（以

下「検査対象者」という。）の保護者とする。 
 
（対象となる聴覚検査） 
第３条 本助成金の交付の対象となる聴覚検査は、産婦人科、小児科又は耳鼻咽喉科等において、出生

後、入院中又は外来の診療により受けた自動聴性脳幹反応（ＡＡＢＲ）、聴性脳幹反応検査（ＡＢＲ）又

はスクリーニング用耳音響放射（ＯＡＥ）による検査とする。 
２ 初回検査のみを助成の対象とする。 
 
（本助成金の額） 
第４条 本助成金の額は、２,０００円と聴覚検査に係る費用を比較していずれか低い額とする。 
 
（実施医療機関） 
第５条 聴覚検査は、原則として市と本助成金の委任払いに関する契約を締結した医療機関（以下「実

施医療機関」という。）で受けるものとする。 
 
（助成金の支払方法） 
第６条 市長は、第４条に規定する助成金の額を、次の各号の区分に応じ、当該各号に定める方法によ

り支払うものとする。 
（１）前条の規定により実施医療機関において聴覚検査を受ける場合 代理受領（交付対象者の委任を

受けた実施医療機関の請求により本助成金を当該医療機関に支払う方法をいう。以下同じ。） 
（２）実施医療機関以外で聴覚検査を受けた場合その他やむを得ない事情により前号の代理受領による

ことができない場合 償還払（交付対象者が一度全額を自己負担し、その後市長に本助成金の交付を請

求して支払を受ける方法をいう。以下同じ。） 
２ 前項第１号の規定により、実施医療機関に対して代理受領による本助成金の支払があったときは、

交付対象者に対して本助成金の交付があったものとみなす。 
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議案第１７号

令和６年度鳥取県天神川流域下水道事業会計予算

（総　則）

第１条　令和６年度鳥取県天神川流域下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

（業務の予定量）

第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

　⑴　年 間 処 理 水 量　　　　　　　６，９９１，０００立方メートル

　⑵　一日平均処理水量　　　　　　　　　 １９，１５３立方メートル

　⑶　処理区域市町数　　　　　　　　　　　　　　　　　　４市町

　⑷　建 設 改 良 費　　　　　　　　　　　　 ５３４，５９２千円

（収益的収入及び支出）

第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

　　　　　　　　収　　　　　　入

　第１款　流域下水道事業収益　　　　１，３７５，９１９千円

　　第１項　営　業　収　益　　　　　　 ６５０，１６３千円

　　第２項　営 業 外 収 益　　　　　　 ６７２，２１９千円

　　第３項　特 別 利 益　　　　　　　 ５３，５３７千円

　　　　　　　　支　　　　　　出

　第１款　流域下水道事業費用　　　　１，３９５，１３２千円

　　第１項　営　業　費　用　　　　　１，３２２，８４６千円

　　第２項　営 業 外 費 用　　　　　　　 １８，７４９千円
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　　第３項　特 別 損 失　　　　　　　 ５３，５３７千円

（資本的収入及び支出）

第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支

　出額に対し不足する額２３６，３０６千円は、過年度分損益勘定留保資金９３，３２５千

円、当年度分損益勘定留保資金１２０，９２１千円、当年度分消費税及び地方消費税資

本的収支調整額２，３７２千円及び繰越利益剰余金処分額１９，６８８千円で補てんする

ものとする。）。

　　　　　　　　収　　　　　　入

　第１款　資 本 的 収 入　　　　　　　 ５４１，２８６千円

　　第１項　企 業 債　　　　　 ８０，０００千円

　　第２項　国 庫 補 助 金　　　　 ３３５，０００千円

　　第３項　建設事業費負担金　　　　　 ９７，５００千円

　　第４項　他 会 計 負 担 金　　　　　 １７，５００千円

　　第５項　他 会 計 補 助 金　　　　　 １１，２８６千円

　　　　　　　　支　　　　　　出

　第１款　資 本 的 支 出　　　　　　　 ７７７，５９２千円

　　第１項　建 設 改 良 費　　　　 ５３４，５９２千円

　　第２項　企 業 債 償 還 金　　　　　 ９９，０００千円

　　第３項　他会計借入金償還金　　　　 １４４，０００千円

（債務負担行為）

第５条　債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。

　　　　事　　　　　　項　　　　　　　　期　　間　　　　　　　　限　度　額
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　天神川流域下水道指定管理料　　　　　令和７年度から  71, 229千円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和10年度まで

（企業債）

第６条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

（一時借入金）

第７条　一時借入金の限度額は、４４５，９８５千円と定める。

（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第８条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定め

る。

　⑴　営業費用、営業外費用及び特別損失

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第９条　次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、

起 債 の 目 的 限 度 額 起 債 の 方 法 利　　率 償 還 の 方 法

建設改良費に充

当

80, 000 証書借入れ又は証券発
行の方法により財政融

資資金その他より借入

れするものとする。た

だし、事業又は県財政

の都合により起債額の

全部又は一部を翌年度

に繰り延べて起債する

ことができる。

10％以内（た
だし、利率見

直し方式で借

り入れる資金

について、利

率の見直しを

行った後にお

いては、当該

見直し後の利

率）

借入年度から１年すえ
置き、じ後29年度間に
償還するものとする。

ただし、県財政その他

の都合によりすえ置き

及び償還年限を短縮又

は延長して起債し、あ

るいはすえ置き又は償

還期間中であっても償

還年限を短縮し、延長

し、又は繰上償還を行

い、若しくは借換えす

ることができるものと

する。

千円
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又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければなら

ない。

　⑴　職 員 給 与 費　　　　 １７，４１９千円

（他会計からの補助金）

第１０条　一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、次のとおりである。

　　　　　　　　補 助 の 目 的

　⑴　流域下水道事業の経営基盤の強化に要する経費  ７７，８０７千円

　⑵　職員の児童手当に要する経費  ４８０千円

（利益剰余金の処分）

第１１条　繰越利益剰余金のうち１９，６８８千円は、次のとおり処分するものと定める。

　⑴　減 債 積 立 金　　　　 １９，６８８千円

　　令和６年２月２１日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　鳥取県知事　　平　　井　　伸　　治
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議案第１８号

令和６年度鳥取県営電気事業会計予算

（総　則）

第１条　令和６年度鳥取県営電気事業会計の予算は、次に定めるところによる。

（業務の予定量）

第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

　⑴　年間販売電力量　　　　　　　　　　　　　　　　２１，６５７，１０９ｋＷｈ

（収益的収入及び支出）

第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

　　　　　　　　収　　　　　　入

　第１款　電気事業収益　　　　　　　 ９９２，３４９千円

　　第１項　営　業　収　益　　　　　　 ８７５，４３６千円

　　第２項　営 業 外 収 益　　　　　　 １１６，９１３千円

　　　　　　　　支　　　　　　出

　第１款　電 気 事 業 費　　　　　　３，１０１，１３２千円

　　第１項　営　業　費　用　　　　　２，１８２，９６６千円

　　第２項　営 業 外 費 用　　　　　　 ９１３，３１８千円

　　第３項　特　別　損　失　　　　　　　　 ４，８４８千円

（資本的収入及び支出）

第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

　　　　　　　　収　　　　　　入
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　第１款　資 本 的 収 入　　　　　　１，２７１，０７４千円

　　第１項　企 業 債　　　　　 ３７１，３００千円

　　第２項　繰延運営権対価　　　　　 ８９９，７７４千円

　　　　　　　　支　　　　　　出

　第１款　資 本 的 支 出　　　　　　　 ８８６，６９７千円

　　第１項　建 設 改 良 費　　　　　 ３７８，２３５千円

　　第２項　企 業 債 償 還 金　　　　　 ５０６，５０７千円

　　第３項　そ の 他 投 資　　　　　　　 １，９５５千円

（債務負担行為）

第５条　債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。

　　　　事　　　　　　項　　　　　　　　期　　間　　　　　　　　限　度　額

　発電所ネットワーク管理業務委託　　　令和７年度から　　　　　 　４，０７７千円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和11年度まで

　西部地区太陽光発電設備保安管理　　　令和７年度から　　　　　 　４，０２２千円
　業務委託　　　　　　　　　　　　　　令和８年度まで

（企業債）

第６条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

起 債 の 目 的 限 度 額 起 債 の 方 法 利　　率 償 還 の 方 法

電気事業費に充

当

371, 300 証書借入れ又は証券発
行の方法により財政融

資資金その他より借入

れするものとする。た

だし、事業又は県財政

の都合により起債額の

全部又は一部を翌年度

に繰り延べて起債する

10％以内（た
だし、利率見

直し方式で借

り入れる資金

について、利

率の見直しを

行った後にお

いては、当該

借入年度から１年すえ
置き、じ後29年度間に
償還するものとする。

ただし、県財政その他

の都合によりすえ置き

及び償還年限を短縮又

は延長して起債し、あ

るいはすえ置き又は償

千円
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（一時借入金）

第７条　一時借入金の限度額は、３７１，３００千円と定める。

（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第８条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定め

る。

　⑴　営業費用と営業外費用との間

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第９条　次に掲げる経費については、これらの経費の金額を、これらの経費のうち他の経

費の金額に、若しくはこれら以外の経費の金額に流用し、又はこれら以外の経費をこれ

らの経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

　⑴　職 員 給 与 費　　　　　３２３，２３０千円

　⑵　交　　際　　費　　　　　　　　　 ５０千円

（他会計からの補助金）

第１０条　一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、次のとおりである。

　　　　　　　　　　補　助　の　目　的

　⑴　職員の基礎年金拠出金に係る公的負担に要する経費　　　　　８，３９８千円

　⑵　職員の児童手当に要する経費　　　　　　　　　　　　　　　１，３５０千円

（たな卸資産購入限度額）

ことができる。 見直し後の利

率）

還期間中であっても償

還年限を短縮し、延長

し、又は繰上償還を行

い、若しくは借換えす

ることができるものと

する。
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第１１条　たな卸資産の購入限度額は、７，０００千円と定める。

（重要な資産の取得）

第１２条　重要な資産の取得は、次のとおりとする。

　⑴　日野川第一発電所

　　種　　類  名　　　　称  数　量

　建 物　　　　発電所本館  延床面積４３１．０４平
  方メートル

　構 築 物　　　　導水路改修等  水路延長１，５０７メー
  トル

　機 械 装 置　　　　水車発電機（４，６００ｋＶＡ）等  一式

　　令和６年２月２１日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　鳥取県知事　　平　　井　　伸　　治
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議案第１９号

令和６年度鳥取県営工業用水道事業会計予算

（総　則）

第１条　令和６年度鳥取県営工業用水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

（業務の予定量）

第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

　⑴　給水事業所数　　　　　　　　　　　　　１０６事業所

　⑵　年間総給水量　　　　１６，５０８，４７０立方メートル

　⑶　一日平均給水量　　　　　　　 ４２，１４０立方メートル

（収益的収入及び支出）

第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

　　　　　　　　収　　　　　　入

　第１款　工業用水道事業収益　　　　 ６１９，７６２千円

　　第１項　営 業 収 益　　　　　 ４６３，２２４千円

　　第２項　営 業 外 収 益　　　　　 １５６，５３８千円

　　　　　　　　支　　　　　　出

　第１款　工業用水道事業費　　　　　 ７５５，１０６千円

　　第１項　営 業 費 用　　　　　 ６８８，４７３千円

　　第２項　営 業 外 費 用　　　　　　 ６６，６３３千円

（資本的収入及び支出）

第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支
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　出額に対し不足する額１２３，９５０千円は、過年度分損益勘定留保資金７８，４３７千

円及び当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額４５，５１３千円で補てんする

ものとする。）。

　　　　　　　　収　　　　　　入

　第１款　資 本 的 収 入　　　　　　８８６，２１３千円

　　第１項　企　　業　　債　　　　５３０，６００千円

　　第２項　工 事 負 担 金　　　　１５８，０００千円

　　第３項　出　　資　　金　　　　１９７，６１３千円

　　　　　　　　支　　　　　　出

　第１款　資 本 的 支 出　　　　 １，０１０，１６３千円

　　第１項　建 設 改 良 費　　　　６５８，６３１千円

　　第２項　企 業 債 償 還 金　　　　３５１，５３２千円

（継続費）

第５条　継続費の総額及び年割額は、次のとおりと定める。

　　　　款　　　　　　項　　　　事 業 名　　　　総　額　　　年　度　　年 割 額

　１資本的支出　  １建設改良費　米子市道新　  198, 000千円  ６年度  148, 000千円
　　　　　　　　　　　　　　  　設に伴う日
　　　　　　　　　　　　　　  　野川工業用  ７年度  50, 000千円
　　　　　　　　　　　　　　  　水道支障移
　　　　　　　　　　　　　　  　転事業

（債務負担行為）

第６条　債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。

　　　　事　　　　　　項　　　　　　　　期　　間　　　　　　　　限　度　額

　日野川工業用水道中央監視装置点検　　令和７年度から　　　　　　 ３，１２４千円
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　委託　　　　　　　　　　　　　　　　令和８年度まで

　日野川工業用水道事業電気設備保安　　令和７年度から　　　　 　　１，８１８千円
　管理業務委託　　　　　　　　　　　　令和８年度まで

　工業用水利用促進事業費補助金　　　　令和７年度　　　　　　 　１８，０００千円

（企業債）

第７条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

（一時借入金）

第８条　一時借入金の限度額は、５３０，６００千円と定める。

（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第９条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定め

る。

　⑴　営業費用と営業外費用との間

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

起 債 の 目 的 限 度 額 起 債 の 方 法 利　　率 償 還 の 方 法

工業用水道事業

費に充当

530, 600 証書借入れ又は証券発
行の方法により財政融

資資金その他より借入

れするものとする。た

だし、事業又は県財政

の都合により起債額の

全部又は一部を翌年度

に繰り延べて起債する

ことができる。

10％以内（た
だし、利率見

直し方式で借

り入れる資金

について、利

率の見直しを

行った後にお

いては、当該

見直し後の利

率）

借入年度から１年すえ
置き、じ後29年度間に
償還するものとする。

ただし、県財政その他

の都合によりすえ置き

及び償還年限を短縮又

は延長して起債し、あ

るいはすえ置き又は償

還期間中であっても償

還年限を短縮し、延長

し、又は繰上償還を行

い、若しくは借換えす

ることができるものと

する。

千円
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第１０条　次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用

し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければ

ならない。

　⑴　職 員 給 与 費　　　　　　 １７，６７１千円

（他会計からの補助金）

第１１条　一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、次のとおりである。

　　　　　　　　　　補 助 の 目 的

　⑴　職員の基礎年金拠出金に係る公的負担に要する経費　　　　　 ３２９千円

　⑵　職員の児童手当に要する経費　　　　　　　　　　　　　　　 ３６０千円

（たな卸資産購入限度額）

第１２条　たな卸資産の購入限度額は、２１，０００千円と定める。

　　令和６年２月２１日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　鳥取県知事　　平　　井　　伸　　治
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議案第２０号

令和６年度鳥取県営埋立事業会計予算

（総　則）

第１条　令和６年度鳥取県営埋立事業会計の予算は、次に定めるところによる。

（業務の予定量）

第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

　⑴　境港外港竹内地区埋立地売却面積　　　　　　１．０ヘクタール

　⑵　事業用借地権に基づく埋立地貸付面積　　　１４．３ヘクタール　

（収益的収入及び支出）

第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

　　　　　　　　収　　　　　　入

　第１款　埋立事業収益　　　　　　 ２１７，３３７千円

　　第１項　営 業 収 益　　　　　 １８９，８７２千円

　　第２項　営 業 外 収 益　　　　　   ２７，４６５千円

　　　　　　　　支　　　　　　出

　第１款　埋 立 事 業 費　　　　　　 ２１０，５５９千円

　　第１項　営 業 費 用　　　　　 １８５，３３８千円

　　第２項　営 業 外 費 用　　　　　　 ２５，２２１千円

（資本的支出）

第４条　資本的支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的支出額５４，９４５千円は、

過年度分損益勘定留保資金５４，９４５千円で補てんするものとする。）。
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　　　　　　　　支　　　　　　出

　第１款　資 本 的 支 出　　　　　　　　　　　５４，９４５千円

　　第１項　他会計からの長期借入金償還金　　　５０，０００千円

　　第２項　利子補給金返還金　　　　　　　　　　４，９４５千円

（一時借入金）

第５条　一時借入金の限度額は、８６，０００千円と定める。

（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第６条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定め

る。

　⑴　営業費用と営業外費用との間

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第７条　次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、

又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければなら

ない。

　⑴　職 員 給 与 費　　　　　　　　　 ２０，０３３千円

（他会計からの補助金）

第８条　一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、次のとおりである。

　　　　　　　　補 助 の 目 的

　⑴　職員の基礎年金拠出金に係る公的負担に要する経費　　　　５７３千円

　⑵　職員の児童手当に要する経費　　　　　　　　　　　　　　２４０千円
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　　令和６年２月２１日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　鳥取県知事　　平　　井　　伸　　治
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議案第２１号

令和６年度鳥取県営病院事業会計予算

（総　則）

第１条　令和６年度鳥取県営病院事業会計の予算は、次に定めるところによる。

（業務の予定量）

第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

　⑴　病　　　床　　　数　　　　　　　　　　　　８２２床

　⑵　年 間 入 院 患 者 数　　　　　　　　 ２４３，６０１人

　⑶　年 間 外 来 患 者 数　　　　　　　　 ３３１，４２８人

　⑷　一日平均入院患者数　　　　　　　　　　　　６６７人

　⑸　一日平均外来患者数　　　　　　　　　　 １，３６４人

　⑹　主要な建設改良事業

　　　　医療機器備品　　　　　　　　１，０４５，２６５千円

（収益的収入及び支出）

第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

　　　　　　　　収　　　　　　入

　第１款　病院事業収益　　　　　３０，６６０，７４７千円

　　第１項　医 業 収 益　　　　２６，９３３，４８９千円

　　第２項　医 業 外 収 益　　　　　３，５３３，３９４千円

　　第３項　特 別 利 益　　　　　　 １９３，８６４千円

　　　　　　　　支　　　　　　出
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　第１款　病院事業費用　　　　　３２，０８７，３４３千円

　　第１項　医 業 費 用　　　　３１，４７５，０５５千円

　　第２項　医 業 外 費 用　　　　　　 ５６９，９０４千円

　　第３項　特 別 損 失　　　　　　　 ４２，３８４千円

（資本的収入及び支出）

第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支

　出額に対し不足する額１，２５０，４９９千円は、過年度分損益勘定留保資金１，２５０，

　４９９千円で補てんするものとする。）。

　　　　　　　　収　　　　　　入

　第１款　資 本 的 収 入　　　　　　２，１８７，７２３千円

　　第１項　企 業 債　　　　　１，０７６，５００千円

　　第２項　負 担 金　　　　　１，０３４，５０５千円

　　第３項　一般会計精算金受入　　　　　　　 ７６，７１８千円

　　　　　　　　支　　　　　　出

　第１款　資 本 的 支 出　　　　　　３，４３８，２２２千円

　　第１項　建 設 改 良 費　　　　　１，１３１，６５１千円

　　第２項　企業債償還金　　　　　２，３０６，５７１千円

（債務負担行為）

第５条　債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。

　　　　事　　　　　項　　　　　　　　期　　　間　　　　　　　　限　度　額

　中央病院スペトラルＣＴ保守点　　　令和７年度から  98, 549千円
　検業務委託　　　　　　　　　　　　令和11年度まで
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　中央病院病棟バイタルチェック　　　令和７年度から  1, 635千円
　システム保守業務委託　　　　　　　令和９年度まで

（企業債）

第６条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

（一時借入金）

第７条　一時借入金の限度額は、１，９００，０００千円と定める。

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第８条　次に掲げる経費については、これらの経費の金額を、これらの経費のうち他の経

　費の金額に、若しくはこれら以外の経費の金額に流用し、又はこれら以外の経費をこれ

　らの経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

　⑴　職 員 給 与 費　　　　　１４，８９２，１３８千円

　⑵　交　　際　　費　　　　　　　　　　　８００千円

起 債 の 目 的 限 度 額 起 債 の 方 法 利　　率 償 還 の 方 法

病院事業費に充

当

1, 076, 500 証書借入れ又は証券発
行の方法により財政融

資資金その他より借入

れするものとする。た

だし、事業又は県財政

の都合により起債額の

全部又は一部を翌年度

に繰り延べて起債する

ことができる。

10％以内（た
だし、利率見

直し方式で借

り入れる資金

について、利

率の見直しを

行った後にお

いては、当該

見直し後の利

率）

借入年度から１年すえ
置き、じ後29年度間に
償還するものとする。

ただし、県財政その他

の都合によりすえ置き

及び償還年限を短縮又

は延長して起債し、あ

るいはすえ置き又は償

還期間中であっても償

還年限を短縮し、延長

し、又は繰上償還を行

い、若しくは借換えす

ることができるものと

する。

千円
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（他会計からの補助金）

第９条　一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、次のとおりである。

　　　　　　　補　助　の　目　的

　⑴　院内保育所の運営に要する経費　　　　　　　　　　　　２１，３２４千円

　⑵　医師及び看護師等の研究研修に要する経費　　　　　　　３９，２３９千円

　⑶　職員の共済費のうち追加費用に要する経費　　　　　　１７６，１０３千円

　⑷　職員の基礎年金拠出金に係る公的負担に要する経費　　２８３，０５７千円

　⑸　職員の児童手当に要する経費　　　　　　　　　　　　１１８，６２４千円

（たな卸資産購入限度額）

第１０条　たな卸資産の購入限度額は、 ９，０８０，２６４千円と定める。

（重要な資産の取得）

第１１条　重要な資産の取得は、次のとおりとする。

　　種　　類　　　　　　　　　名　　　　称　　　　　　　　　　　　　数　量

　医療機器備品　　　　　中央病院総合医療情報システム（電子カル  一　式

　　　　　　　　　　　　テ）端末等

　医療機器備品　　　　　厚生病院全身用Ｘ線ＣＴ診断装置  一　式

　　令和６年２月２１日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　鳥取県知事　　平　　井　　伸　　治





令和６年２月２１日提出（その１）

令和６年２月定例県議会付議案

（令和６年度当初予算関係）

鳥　　 取 　　県

令  

和  

六  

年  

二  

月  

定  

例  

県  

議  

会  

付  

議  

案  

（
そ
の
１  

）

鳥
　
　
　
取
　
　
　
県

この冊子は 115部作成し、１部当たりの印刷単価は 2,060円です。
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